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議第１１号

各務原市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例について

 各務原市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定めるものとする。

  平成２９年３月８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

識見を有する監査委員の報酬の額を改める等のため、この条例を定めようとする。
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各務原市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例 

 各務原市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３８年条例第

２６号）の一部を次のように改正する。

「

 別表中
識見を有する監査
委員 

月額 ４５，０００円
を

」
「
識見を有する監査
委員 

月額 ６５，０００円
に、

」
「
介護認定審査会 委員 日額 １６，０００円 を

」
「
介護認定審査会 委員 日額（審査判定

業務）
１６，０００円

日額（審査判定
以外の業務）

８，０００円
に、

」
「
教育支援委員会 委員 日額 ７，５００円 を

」
「
教育支援委員会 委員 日額 ７，５００円
教育センター運営委
員会 

委員 日額 ６，５００円 に

」

改める。

   附 則

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、

「
教育支援委員会 委員 日額 ７，５００円 を

」
「
教育支援委員会 委員 日額 ７，５００円
教育センター運営委
員会 

委員 日額 ６，５００円 に

」

改める部分は、平成２９年７月１５日から施行する。
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議第１２号 

各務原市職員の給与に関する条例及び各務原市職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例の一部を改正する条例について 

 各務原市職員の給与に関する条例及び各務原市職員の勤務時間、休暇等に関する条

例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

  平成２９年３月８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 休暇の種類に介護時間を加える等のため、この条例を定めようとする。 
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各務原市職員の給与に関する条例及び各務原市職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例の一部を改正する条例 

（各務原市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 各務原市職員の給与に関する条例（昭和３８年条例第７０号）の一部を次の

ように改正する。 

第１６条第１項中「及び介護休暇」を「、介護休暇及び介護時間」に改める。 

（各務原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第２条 各務原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第４号）の一

部を次のように改正する。 

第８条の２第１項中「その子」の次に「（民法（明治２９年法律第８９号）第８

１７条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別

養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が

裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第

６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童その他こ

れらに準ずる者として市の規則で定める者を含む。以下この項及び次条第１項から

第３項までにおいて同じ。）」を加え、同条第２項中「日常生活を営むのに支障が

あるものを」を「要介護者を」に改め、「その子」の次に「（民法（明治２９年法

律第８９号）第８１７条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同

項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係

る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に

監護するもの、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の

規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されて

いる児童その他これらに準ずる者として市の規則で定める者を含む。以下この項及

び次条第１項から第３項までにおいて同じ。）」を加え、「日常生活を営むのに支

障があるもの（以下「要介護者」という。）」を「要介護者」に改める。 

第８条の３第４項中「第１項及び前項」を「前３項」に、「日常生活を営むのに

支障がある者を」を「要介護者を」に、「とあるのは「第１６条第１項に規定する

日常生活を営むのに支障があるもの（以下「要介護者」という。）のある職員が、

市の規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、「深夜における」とあ

るのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」と、
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前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、市の規則で定めるとこ

ろにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者のある職員が、市の規則で定める

ところにより、当該要介護者を介護」を「とあり、第２項中「３歳に満たない子の

ある職員が、市の規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり、及び前項中

「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、市の規則で定めるところによ

り、当該子を養育」とあるのは「第１６条第１項に規定する要介護者のある職員が、

市の規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、第１項中「深夜におけ

る」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）におけ

る」と、第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずること

が著しく困難である」とあるのは「公務の運営に支障がある」に改める。 

第１１条中「及び介護休暇」を「、介護休暇及び介護時間」に改める。 

第１６条第１項中「職員が配偶者」を「職員が要介護者（配偶者」に、「の介護

をするため、」を「をいう。以下同じ。）の介護をするため、任命権者が、市の規

則の定めるところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要

とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範

囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において」に改め、同条第２

項中「前項に規定する者の各々が同項に規定する介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、連続する６月の期間内」を「指定期間内」に改める。 

第１６条の次に次の１条を加える。 

（介護時間） 

第１６条の２ 介護時間は、職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々が

当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介

護者に係る指定期間と重複する期間を除く。）内において１日の勤務時間の一部

につき勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

２ 介護時間の時間は、前項に規定する期間内において１日につき２時間を超えな

い範囲内で必要と認められる時間とする。 

第１７条第２項中「及び介護休暇」を「、介護休暇及び介護時間」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（各務原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 
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２ 第２条の規定による改正前の各務原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１

７条第２項の規定により介護休暇の承認を受けた職員であって、この条例の施行の

日（以下この項において「施行日」という。）において当該介護休暇の初日（以下

この項において単に「初日」という。）から起算して６月を経過していないものの

当該介護休暇に係る第２条の規定による改正後の各務原市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例第１６条第１項に規定する指定期間については、任命権者は、市の規

則の定めるところにより、初日から当該職員の申出に基づく施行日以後の日（初日

から起算して６月を経過する日までの日に限る。）までの期間を指定するものとす

る。 

（市の規則への委任） 

３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市の規則で定め

る。 
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議第１３号 

   各務原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

 各務原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める

ものとする。 

  平成２９年３月８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、関係規定を整備するため、

この条例を定めようとする。 
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各務原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

各務原市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条の２を第２条の３とし、第２条の次に次の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める者） 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める者は、児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第６条の４第１号に規定する養育里親である職員（児童の親その

他の同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により、同法

第６条の４第２号に規定する養子縁組里親として当該児童を委託することができな

い職員に限る。）に同法第２７条第１項第３号の規定により委託されている当該児

童とする。 

第３条第１号を次のように改める。 

（１）育児休業をしている職員が、産前の休業を始め、又は出産したことにより、当

該育児休業の承認が効力を失った後、当該産前の休業又は出産に係る子（育児休

業法第２条第１項に規定する子をいう。以下同じ。）が次に掲げる場合に該当す

ることとなったこと。 

ア 死亡した場合 

イ 養子縁組等により職員と別居することとなった場合 

第３条中第５号を第６号とし、第２号から第４号までを１号ずつ繰り下げ、第１号

の次に次の１号を加える。 

（２）育児休業をしている職員が第５条に規定する事由に該当したことにより当該育

児休業の承認が取り消された後、同条に規定する承認に係る子が次に掲げる場合

に該当することとなったこと。 

ア 前号ア又はイに掲げる場合 

イ 民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定による請求に

係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の成立の審判が確定した場合

を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３号の

規定による措置が解除された場合 

第１１条第１号を次のように改める。 

（１）育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児短時間勤務をいう。

以下同じ。）をしている職員が、産前の休業を始め、又は出産したことにより、
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当該育児短時間勤務の承認が効力を失った後、当該産前の休業又は出産に係る子

が第３条第１号ア又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。 

第１１条中第６号を第７号とし、第２号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、第１

号の次に次の１号を加える。 

（２）育児短時間勤務をしている職員が、第１４条第１号に掲げる事由に該当したこ

とにより当該育児短時間勤務の承認が取り消された後、同号に規定する承認に係

る子が第３条第２号ア又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。 

第１９条第１項中「部分休業」の次に「（育児休業法第１９条第１項に規定する部

分休業をいう。以下同じ。）」を加え、「正規の勤務時間」を「勤務時間条例第８条

第１項に規定する正規の勤務時間」に改め、同条第２項中「を承認されている」を「又

は勤務時間条例第１６条の２第１項に規定する介護時間の承認を受けて勤務しない」

に、「当該育児時間」を「当該育児時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務しない

時間」に改める。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 
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議第１４号 

各務原市税条例等の一部を改正する条例について 

各務原市税条例等の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

平成２９年３月８日提出 

各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

地方税法等の一部改正に伴い、関係規定を整備するため、この条例を定めようとす

る。 
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各務原市税条例等の一部を改正する条例 

 （各務原市税条例の一部改正） 

第１条 各務原市税条例（昭和３８年条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

附則第１５条第２項から第４項までの規定中「規定する」を「掲げる」に改める。 

第２条 各務原市税条例の一部を次のように改正する。 

第７条中「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

第９条中「）、第４１条の７、第５５条」の次に「、第６７条の６第１項」を加

え、同条第２号及び第３号中「第８１条の４第１項」を「第６７条の６第１項の申

告書、第８１条の４第１項」に改める。 

  第２０条中「１００分の１２．１」を「１００分の８．４」に改める。 

  第６６条第１項及び第２項を次のように改める。 

   軽自動車税は、三輪以上の軽自動車に対し、当該三輪以上の軽自動車の取得者

に環境性能割によって、軽自動車等（原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動

車及び二輪の小型自動車をいう。以下同じ。）に対し、当該軽自動車等の所有者

に種別割によって課する。 

 ２ 前項に規定する三輪以上の軽自動車の取得者には、法第４４３条第２項に規定

する者を含まないものとする。 

  第６６条第３項中「第４４３条第１項」を「第４４５条第１項」に、「によって、

軽自動車税」を「により種別割」に、「においては」を「には、第１項の規定にか

かわらず」に改め、同項ただし書中「もの」を「軽自動車等」に改める。 

  第６６条の２及び第６７条を次のように改める。 

  （軽自動車税の課税免除） 

 第６６条の２ 商品であって使用しない軽自動車等に対しては、軽自動車税を課さ

ない。 

  （軽自動車税のみなす課税） 

 第６７条 軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車等の所有権を留保し

ている場合には、軽自動車税の賦課徴収については、買主を第６６条第１項に規

定する三輪以上の軽自動車の取得者（以下この節において「三輪以上の軽自動車

の取得者」という。）又は軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。 

２ 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等について、買主の変更が

あったときは、新たに買主となる者を三輪以上の軽自動車の取得者又は軽自動車
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等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。 

３ 法第４４４条第３項に規定する販売業者等（以下この項において「販売業者等」

という。）が、その製造により取得した三輪以上の軽自動車又はその販売のため

その他運行（道路運送車両法第２条第５項に規定する運行をいう。次項において

同じ。）以外の目的に供するため取得した三輪以上の軽自動車について、当該販

売業者等が、法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定を受けた場合（当該

車両番号の指定前に第１項の規定の適用を受ける売買契約の締結が行われた場合

を除く。）には、当該販売業者等を三輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環

境性能割を課する。 

４ 法の施行地外で三輪以上の軽自動車を取得した者が、当該三輪以上の軽自動車

を法の施行地内に持ち込んで運行の用に供した場合には、当該三輪以上の軽自動

車を運行の用に供する者を三輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割

を課する。 

第６７条の次に次の７条を加える。 

（日本赤十字社の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の非課税の範囲） 

第６７条の２ 日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、直接その本来の事業の

用に供するもので、救急用のものに対しては、軽自動車税を課さない。 

（環境性能割の課税標準） 

第６７条の３ 環境性能割の課税標準は、三輪以上の軽自動車の取得のために通常

要する価額として施行規則第１５条の１０に定めるところにより算定した金額と

する。 

（環境性能割の税率） 

第６７条の４ 次の各号に掲げる三輪以上の軽自動車に対して課する環境性能割の

税率は、当該各号に定める率とする。 

（１）法第４５１条第１項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定の

適用を受けるもの １００分の１ 

（２）法第４５１条第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定の

適用を受けるもの １００分の２ 

（３）法第４５１条第３項の規定の適用を受けるもの １００分の３ 

（環境性能割の徴収の方法） 

第６７条の５ 環境性能割の徴収については、申告納付の方法によらなければなら
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ない。 

（環境性能割の申告納付） 

第６７条の６ 環境性能割の納税義務者は、法第４５４条第１項各号に掲げる三輪

以上の軽自動車の区分に応じ、当該各号に定める時又は日までに、施行規則第３

３号の４様式による申告書を市長に提出するとともに、その申告に係る環境性能

割額を納付しなければならない。 

２ 三輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除く。）は、法第４

５４条第１項各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時又は日までに、施行

規則第３３号の４様式による報告書を市長に提出しなければならない。 

（環境性能割に係る不申告等に関する過料） 

第６７条の７ 環境性能割の納税義務者が前条の規定により申告し、又は報告すべ

き事項について正当な事由がなくて申告又は報告をしなかった場合には、その者

に対し、１０万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限は、

その発付の日から１０日以内とする。 

（環境性能割の減免） 

第６７条の８ 市長は、公益のため直接専用する三輪以上の軽自動車又は第７６条

第１項各号に掲げる軽自動車等（三輪以上のものに限る。）のうち必要と認める

ものに対しては、環境性能割を減免する。 

２ 前項の規定による環境性能割の減免を受けるための手続その他必要な事項につ

いては、規則で定める。 

第６８条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条中「軽自動車税の

税率は、次の各号に掲げる軽自動車等に対し」を「次の各号に掲げる軽自動車等に

対して課する種別割の税率は」に改め、同条第２号を次のように改める。 

（２）軽自動車及び小型特殊自動車 

ア 軽自動車 

（ア）二輪のもの（側車付のものを含む。） 年額 ３，６００円 

（イ）三輪のもの 年額 ３，９００円 

（ウ）四輪以上のもの 

ａ 乗用のもの 
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 営業用 年額 ６，９００円 

 自家用 年額 １０，８００円 

ｂ 貨物用のもの 

 営業用 年額 ３，８００円 

 自家用 年額 ５，０００円 

イ 小型特殊自動車 

（ア）農耕作業用のもの 年額 ２，４００円 

（イ）その他のもの 年額 ５，９００円 

第６９条の見出し、同条第１項及び第２項並びに第７１条（見出しを含む。）中

「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

第７３条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「軽自動

車税」を「種別割」に、「本節」を「この節」に、「第３３号の４様式」を「第３

３号の４の２様式」に改め、同条第２項及び第３項中「第３３号の４様式」を「第

３３号の４の２様式」に改め、同条第４項中「第６６条第２項」を「第６７条第１

項」に改める。 

第７４条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「第６６

条第２項」を「第６７条第１項」に改める。 

第７５条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「次の各

号のいずれかに該当する」を「次に掲げる」に、「市長において必要があると認め

るものについては、その所有者に対して課する軽自動車税」を「必要と認めるもの

に対しては、種別割」に改め、「ことができる」を削り、同条第２項及び第３項中

「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

第７６条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「次の各

号」を「次」に改め、「掲げる軽自動車等」の次に「のうち必要と認めるもの」を

加え、「軽自動車税」を「種別割」に改め、「ことができる」を削り、同項第１号

中「のうち、市長が必要と認めるもの」を削り、同条第２項中「前項以外の者で、

身体に障害を有する者」を「市長は、前項以外の者であって身体に障害を有するも

の」に、「軽自動車税」を「種別割」に改め、「ことができる」を削り、同条第３

項中「第２項」を「前項」に、「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第４項及

び第５項中「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

第７７条第２項中「第４４３条若しくは第６６条の２又は第６６条第３項ただし
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書」を「第４４５条又は第６６条第３項ただし書若しくは第６７条の２」に、「軽

自動車税」を「種別割」に改め、同条第７項中「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

附則第６条の３の２第１項中「平成４１年度」を「平成４３年度」に、「平成３

１年」を「平成３３年」に改める。 

附則第１４条の次に次の５条を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第１４条の２ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、第１章第２節の

規定にかかわらず、岐阜県が自動車税の環境性能割の賦課徴収の例により、行う

ものとする。 

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

第１４条の３ 市長は、当分の間、第６７条の８の規定にかかわらず、岐阜県知事

が自動車税の環境性能割を減免する自動車に相当するものとして市長が定める三

輪以上の軽自動車に対しては、軽自動車税の環境性能割を減免する。 

（軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例） 

第１４条の４ 第６７条の６の規定による申告納付については、当分の間、同条中

「市長」とあるのは、「岐阜県知事」とする。 

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付） 

第１４条の５ 市は、岐阜県が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関する事務を

行うために要する費用を補償するため、法附則第２９条の１６第１項に掲げる金

額の合計額を、徴収取扱費として岐阜県に交付する。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第１４条の６ 営業用の三輪以上の軽自動車に対する第６７条の４の規定の適用に

ついては、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１号 １００分の１ １００分の０．５

第２号 １００分の２ １００分の１

第３号 １００分の３ １００分の２

２ 自家用の三輪以上の軽自動車に対する第６７条の４（第３号に係る部分に限る。）

の規定の適用については、同号中「１００分の３」とあるのは、「１００分の２」

とする。 

附則第１５条の見出し中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、同条第１項

中「初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による」を「最初の法第４４
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４条第３項に規定する」に改め、「（以下この条において「初回車両番号指定」と

いう。）」を削り、「軽自動車税」の次に「の種別割」を、「左欄に掲げる」の次

に「同条の」を加え、同項の表を次のように改める。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ４，６００円

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ８，２００円

１０，８００円 １２，９００円

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 ４，５００円

５，０００円 ６，０００円

附則第１５条第２項から第４項までを削る。 

（各務原市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 各務原市税条例の一部を改正する条例（平成２６年条例第２１号）の一部を

次のように改正する。 

附則第５条中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「新条例第６８条及び

新条例」を「各務原市税条例第６８条及び」に改め、「左欄に掲げる」の次に「同

条例の」を加え、同条の表を次のように改める。 

第６８条第２号ア（イ） ３，９００円 ３，１００円

第６８条第２号ア（ウ）

ａ 

６，９００円 ５，５００円

１０，８００円 ７，２００円

第６８条第２号ア（ウ）

ｂ 

３，８００円 ３，０００円

５，０００円 ４，０００円

附則第１５条 第６８条 各務原市税条例の一部を

改正する条例（平成２６

年条例第２１号。以下こ

の条において「平成２６

年改正条例」という。）

附則第５条の規定により

読み替えて適用される第

６８条 

附則第１５条の表第２号

ア（イ）の項 

第２号ア（イ） 平成２６年改正条例附則

第５条の規定により読み

替えて適用される第６８

条第２号ア（イ） 

３，９００円 ３，１００円

附則第１５条の表第２号

ア（ウ）ａの項 

第２号ア（ウ）ａ 平成２６年改正条例附則

第５条の規定により読み

替えて適用される第６８

条第２号ア（ウ）ａ 

６，９００円 ５，５００円

１０，８００円 ７，２００円
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附則第１５条の表第２号

ア（ウ）ｂの項 

第２号ア（ウ）ｂ 平成２６年改正条例附則

第５条の規定により読み

替えて適用される第６８

条第２号ア（ウ）ｂ 

３，８００円 ３，０００円

５，０００円 ４，０００円

第４条 各務原市税条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第２８号）の一部を

次のように改正する。 

附則第５条第７項の表第９条第３号の項中「第８１条の４第１項」を「第６７条

の６第１項の申告書、第８１条の４第１項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成３１年１０月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、

平成２９年４月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 第２条の規定による改正後の各務原市税条例（次条において「３１年新条例」

という。）第２０条の規定は、この条例の施行の日以後に開始する事業年度分の法

人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税について適用し、

同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分

の法人の市民税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 ３１年新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、この条例の

施行の日以後に取得された三輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性

能割について適用する。 

２ ３１年新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、平成３２年度以後の

年度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成３１年度分までの軽自動車税に

ついては、なお従前の例による。 
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議第１５号 

   各務原市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 各務原市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

  平成２９年３月８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、関係規定を整備するため、この条例を定

めようとする。 
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   各務原市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 各務原市国民健康保険条例（昭和３８年条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 第１１条第１項中「上場株式等に係る配当所得の金額」を「上場株式等に係る配当

所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）」に、「に該当する」を「の適用がある」に、「附則

第３５条の２第６項」を「附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡

所得等の金額（同法附則第３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適

用後の金額）、同法附則第３５条の２の２第５項」に、「株式等に係る譲渡所得等の

金額」を「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」に、「附則第３５条の２の６第１１

項若しくは第１５項又は第３５条の３第１１項」を「附則第３５条の２の６第１５項

又は第３５条の３第１３項若しくは第１５項」に改める。 

 第１９条第１項第１号中「また」を削り、「上場株式等に係る配当所得の金額」を

「上場株式等に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第１

５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）」に、「附則第３５条の２第

６項」を「附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同

法附則第３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同

法附則第３５条の２の２第５項」に、「株式等に係る譲渡所得等の金額」を「上場株

式等に係る譲渡所得等の金額」に、「附則第３５条の２の６第１１項若しくは第１５

項又は第３５条の３第１１項」を「附則第３５条の２の６第１５項又は第３５条の３

第１３項若しくは第１５項」に改め、同項第２号中「２６万５，０００円」を「２７

万円」に改め、同項第３号中「４８万円」を「４９万円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例中第１１条第１項及び第１９条第１項第１号の改正規定は公布の日から、

同項第２号及び第３号の改正規定は平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の各務原市国民健康保険条例の規定は、平成２９年度以後の年度分の保険

料について適用し、平成２８年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例

による。 
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議第１６号 

   各務原市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 各務原市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

  平成２９年３月８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 平成２９年度における保険料額の特例を定めるため、この条例を定めようとする。 
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各務原市介護保険条例の一部を改正する条例 

各務原市介護保険条例（平成１２年条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

附則中第１２条を第１３条とし、第１１条を第１２条とし、第１０条を第１１条と

する。 

附則第９条の前の見出しを削り、同条を附則第１０条とし、同条の前に見出しとし

て「（川島町の編入に伴う経過措置）」を付する。 

附則中第８条を第９条とし、第７条の次に次の１条を加える。 

 （平成２９年度における保険料額の特例） 

第８条 平成２９年度における保険料額は、第４条第１項の規定にかかわらず、次の

各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１）令附則第２０条第１項第１号に掲げる者 ２万９，４００円 

（２）令附則第２０条第１項第２号に掲げる者 ３万８，２２０円 

（３）令附則第２０条第１項第３号に掲げる者 ４万４，１００円 

（４）令附則第２０条第１項第４号に掲げる者 ５万２，９２０円 

（５）令附則第２０条第１項第５号に掲げる者 ５万８，８００円 

（６）令附則第２０条第１項第６号に掲げる者 ７万５６０円 

（７）令附則第２０条第１項第７号に掲げる者 ７万６，４４０円 

（８）令附則第２０条第１項第８号に掲げる者 ８万８，２００円 

（９）令附則第２０条第１項第９号に掲げる者 ９万９，９６０円 

（１０）令附則第２０条第１項第１０号に掲げる者 １０万５，８４０円 

２ 平成２９年度における令附則第２０条第１項第６号イの市町村が定める額は、１

２０万円とする。 

３ 平成２９年度における令附則第２０条第１項第７号イの市町村が定める額は、１

９０万円とする。 

４ 平成２９年度における令附則第２０条第１項第８号イの市町村が定める額は、２

９０万円とする。 

５ 平成２９年度における令附則第２０条第１項第９号イの市町村が定める額は、４

００万円とする。 

６ 第１項第１号に規定する第１号被保険者の平成２９年度における保険料額は、同

号の規定にかかわらず、２万６，４６０円とする。 

附 則 

21



この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 
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議第１７号 

   各務原市教育センター条例について 

各務原市教育センター条例を次のように定めるものとする。 

  平成２９年３月８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 市に教育センターを設置するため、この条例を定めようとする。 
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   各務原市教育センター条例 

 （設置） 

第１条 子どもの発達及び教育に係る相談及び支援、教職員の研修等を行う機関を集

約し、教育活動の円滑化を図り、教育の充実及び振興に資するため、市に教育セン

ターを設置する。 

 （名称及び位置） 

第２条 教育センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名 称 位 置 

各務原市教育センター 各務原市那加門前町３丁目１番地３ 

 （事業） 

第３条 各務原市教育センター（以下「教育センター」という。）は、次に掲げる事

業を行う。 

（１）子どもの発達及び教育に係る相談及び支援に関すること。 

（２）教職員の研修に関すること。 

（３）教育に関する調査及び研究に関すること。 

（４）特別支援教育等に関する市民への普及啓発に関すること。

（５）前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める事業 

 （利用の制限） 

第４条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、利用を拒絶し、

又は退場を命ずることができる。 

（１）公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認められる者 

（２）他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑となる物品又は動物の類を携行する者 

（３）その他管理上支障があると認められる者 

 （損害賠償の義務） 

第５条 教育センターを利用する者は、当該利用に際し、建物又は附属設備を損傷し、

又は滅失したときは、速やかに原状に回復し、又はその損害を賠償しなければなら

ない。 

 （職員） 

第６条 教育センターに所長その他の必要な職員を置く。 

 （運営委員会） 

第７条 教育センターの運営に関する重要な事項について審議するため、各務原市教
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育センター運営委員会（次項において「運営委員会」という。）を置く。 

２ 運営委員会は、委員１０人以内で組織する。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

（１）学校教育及び社会教育の関係者 

（２）学識経験を有する者 

（３）関係行政機関の職員 

（４）その他教育委員会が適当と認める者 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

５ 委員は、再任されることができる。 

 （委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

附 則 

 この条例は、平成２９年７月１５日から施行する。 
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議第１８号

   各務原市図書館条例の一部を改正する条例について

 各務原市図書館条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

  平成２９年３月８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 中央図書館の第１研修室を廃止する等のため、この条例を定めようとする。
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   各務原市図書館条例の一部を改正する条例

 各務原市図書館条例（昭和５３年条例第３２号）の一部を次のように改正する。

 別表第１研修室の項、第２研修室の項及び第３研修室の項を削り、同表中

「 「

第４研修室 を 会議室 に改め、同表会議室の項及びリハーサ

」 」

ル室の項を削る。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この条例の施行の際現に改正前の別表に規定する第４研修室の使用の許可を受け

ている者は、改正後の別表に規定する会議室の使用の許可を受けたものとみなす。
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議第１９号

   各務原市手数料条例の一部を改正する条例について

 各務原市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

  平成２９年３月８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の施行に伴い、建築物エネルギー

消費性能適合性判定申請手数料等を定めるため、この条例を定めようとする。
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   各務原市手数料条例の一部を改正する条例

各務原市手数料条例（平成１２年条例第３号）の一部を次のように改正する。

別表２４の項中第６号を第９号とし、第５号を第８号とし、同項第４号中「第８条

第１号イ（２）」を「第１０条第１号イ（２）」に改め、同号を同項第７号とし、同項

第３号を同項第６号とし、同項第２号中「建築物エネルギー消費性能基準等を定める

省令（平成２８年経済産業省・国土交通省令第１号。以下この項において「省令」と

いう。）第８条第１号イ（２）」を「省令第１０条第１号イ（２）」に改め、同号を同項

第５号とし、同項第１号を同項第４号とし、同号の前に次の３号を加える。

１ 法第

１２条

第１項

に規定

する建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能確

保計画

の提出

又は法

第１３

条第２

項に規

定する

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画の通

知に対

する審

査 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定申

請手

数料

１

件

に

つ

き

ア 住宅以外の建築物（工場等を除く。）に

ついて、建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令（平成２８年経済産業省・国

土交通省令第１号。以下この項において「省

令」という。）第１条第１項第１号ロの基準

を満たしていることを確認する場合 

（ア）床面積が300平方メートル以下のもの

   9万2,000円 

（イ）床面積が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以下のもの 15万4,000円 

（ウ）床面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以下のもの 24万

8,000円 

（エ）床面積が5,000平方メートルを超え1万

平方メートル以下のもの 32万4,000円 

（オ）床面積が1万平方メートルを超え2万

5,000平方メートル以下のもの 39万円 

（カ）床面積が2万5,000平方メートルを超え

るもの 45万7,000円 

イ 住宅以外の建築物（工場等を除く。）で、

アに掲げる場合以外の場合 

（ア）床面積が300平方メートル以下のもの

   25万6,000円 

（イ）床面積が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以下のもの 40万7,000円 

（ウ）床面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以下のもの 58万円 

（エ）床面積が5,000平方メートルを超え1万

平方メートル以下のもの 71万1,000円 

（オ）床面積が1万平方メートルを超え2万

5,000平方メートル以下のもの 83万

8,000円 

１ 左記の「工場等」

とは、工場、倉庫

その他市長が定め

る用途に供する建

築物をいう。 

２ 左記の「床面積」

とは、法第１２条

第１項に規定する

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定を行う建築物の

床面積をいう。 

３ ア又はイの建築

物に工場等の部分

が含まれている場

合の手数料の額

は、ア又はイの区

分に掲げる当該建

築物の部分（工場

等の部分を除く。）

の床面積に応じた

額にウの区分に掲

げる当該工場等の

部分の床面積に応

じた額を合計した

額とする。ただし、

ア又はイの区分に

掲げる当該建築物

の床面積に応じた

額を超える場合

は、ア又はイの区

分に掲げる当該建
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（カ）床面積が2万5,000平方メートルを超え

るもの 95万6,000円 

ウ 工場等 

（ア）床面積が300平方メートル以下のもの

   1万9,000円 

（イ）床面積が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以下のもの 4万円 

（ウ）床面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以下のもの 9万

9,000円 

（エ）床面積が5,000平方メートルを超え1万

平方メートル以下のもの 15万1,000円 

（オ）床面積が1万平方メートルを超え2万

5,000平方メートル以下のもの 18万

7,000円 

（カ）床面積が2万5,000平方メートルを超え

るもの 23万3,000円 

築物の床面積に応

じた額とする。 

４ 前記３の規定に

かかわらず、建築

物の主たる用途が

工場等であって、

工場等として審査

を行うことが適当

なものとして市長

が定めるものにつ

いて省令第１条第

１項第１号ロの基

準を満たしている

ことを確認する場

合の手数料の額

は、ウの区分に掲

げる当該建築物の

床面積に応じた額

とする。 

２ 法第

１２条

第２項

に規定

する変

更後の

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画の提

出又は

法第１

３条第

３項に

規定す

る変更

後の建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能確

保計画

の通知

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定変

更申

請手

数料

１

件

に

つ

き

ア 住宅以外の建築物（工場等を除く。）に

ついて、省令第１条第１項第１号ロの基準

を満たしていることを確認する場合 

（ア）床面積が300平方メートル以下のもの

   4万7,000円 

（イ）床面積が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以下のもの 8万円 

（ウ）床面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以下のもの 13万

3,000円 

（エ）床面積が5,000平方メートルを超え1万

平方メートル以下のもの 17万6,000円 

（オ）床面積が1万平方メートルを超え2万

5,000平方メートル以下のもの 21万

2,000円 

（カ）床面積が2万5,000平方メートルを超え

るもの 25万円 

イ 住宅以外の建築物（工場等を除く。）で、

アに掲げる場合以外の場合 

（ア）床面積が300平方メートル以下のもの

   12万9,000円 

（イ）床面積が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以下のもの 20万7,000円 

（ウ）床面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以下のもの 29万

１ 左記の「工場等」

とは、工場、倉庫

その他市長が定め

る用途に供する建

築物をいう。 

２ 左記の「床面積」

とは、法第１２条

第１項に規定する

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定を行う建築物の

床面積をいう。 

３ ア又はイの建築

物に工場等の部分

が含まれている場

合の手数料の額

は、ア又はイの区

分に掲げる当該建

築物の部分（工場

等の部分を除く。）

の床面積に応じた

額にウの区分に掲

げる当該工場等の

部分の床面積に応

じた額を合計した
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に対す

る審査

8,000円 

（エ）床面積が5,000平方メートルを超え1万

平方メートル以下のもの 36万9,000円 

（オ）床面積が1万平方メートルを超え2万

5,000平方メートル以下のもの 43万

6,000円 

（カ）床面積が2万5,000平方メートルを超え

るもの 50万円 

ウ 工場等 

（ア）床面積が300平方メートル以下のもの

   1万1,000円 

（イ）床面積が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以下のもの 2万2,000円 

（ウ）床面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以下のもの 5万

8,000円 

（エ）床面積が5,000平方メートルを超え1万

平方メートル以下のもの 8万9,000円 

（オ）床面積が1万平方メートルを超え2万

5,000平方メートル以下のもの 11万円 

（カ）床面積が2万5,000平方メートルを超え

るもの 13万8,000円 

額とする。ただし、

ア又はイの区分に

掲げる当該建築物

の床面積に応じた

額を超える場合

は、ア又はイの区

分に掲げる当該建

築物の床面積に応

じた額とする。 

４ 前記３の規定に

かかわらず、建築

物の主たる用途が

工場等であって、

工場等として審査

を行うことが適当

なものとして市長

が定めるものにつ

いて省令第１条第

１項第１号ロの基

準を満たしている

ことを確認する場

合の手数料の額

は、ウの区分に掲

げる当該建築物の

床面積に応じた額

とする。 

３ 建築

物のエ

ネルギ

ー消費

性能の

向上に

関する

法律施

行規則

（平成

２８年

国土交

通省令

第５号）

第１１

条の規

定によ

る求め

軽微

変更

該当

証明

書交

付手

数料

１

件

に

つ

き

ア 住宅以外の建築物（工場等を除く。）に

ついて、省令第１条第１項第１号ロの基準

を満たしていることを確認する場合 

（ア）床面積が300平方メートル以下のもの

   2万3,000円 

（イ）床面積が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以下のもの 4万円 

（ウ）床面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以下のもの 6万

6,000円 

（エ）床面積が5,000平方メートルを超え1万

平方メートル以下のもの 8万8,000円 

（オ）床面積が1万平方メートルを超え2万

5,000平方メートル以下のもの 10万

6,000円 

（カ）床面積が2万5,000平方メートルを超え

るもの 12万5,000円 

イ 住宅以外の建築物（工場等を除く。）で、

１ 左記の「工場等」

とは、工場、倉庫

その他市長が定め

る用途に供する建

築物をいう。 

２ 左記の「床面積」

とは、法第１２条

第１項に規定する

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定を行う建築物の

床面積をいう。 

３ ア又はイの建築

物に工場等の部分

が含まれている場

合の手数料の額

は、ア又はイの区

分に掲げる当該建
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に対す

る審査

アに掲げる場合以外の場合 

（ア）床面積が300平方メートル以下のもの

   6万4,000円 

（イ）床面積が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以下のもの 10万3,000円 

（ウ）床面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以下のもの 14万

9,000円 

（エ）床面積が5,000平方メートルを超え1万

平方メートル以下のもの 18万4,000円 

（オ）床面積が1万平方メートルを超え2万

5,000平方メートル以下のもの 21万

8,000円 

（カ）床面積が2万5,000平方メートルを超え

るもの 25万円 

ウ 工場等 

（ア）床面積が300平方メートル以下のもの

   5,000円 

（イ）床面積が300平方メートルを超え2,000

平方メートル以下のもの 1万1,000円 

（ウ）床面積が2,000平方メートルを超え

5,000平方メートル以下のもの 2万

9,000円 

（エ）床面積が5,000平方メートルを超え1万

平方メートル以下のもの 4万4,000円 

（オ）床面積が1万平方メートルを超え2万

5,000平方メートル以下のもの 5万

5,000円 

（カ）床面積が2万5,000平方メートルを超え

るもの 6万9,000円 

築物の部分（工場

等の部分を除く。）

の床面積に応じた

額にウの区分に掲

げる当該工場等の

部分の床面積に応

じた額を合計した

額とする。ただし、

ア又はイの区分に

掲げる当該建築物

の床面積に応じた

額を超える場合

は、ア又はイの区

分に掲げる当該建

築物の床面積に応

じた額とする。 

４ 前記３の規定に

かかわらず、建築

物の主たる用途が

工場等であって、

工場等として審査

を行うことが適当

なものとして市長

が定めるものにつ

いて省令第１条第

１項第１号ロの基

準を満たしている

ことを確認する場

合の手数料の額

は、ウの区分に掲

げる当該建築物の

床面積に応じた額

とする。 

附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。
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議第２０号 

各務原市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

 各務原市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定めるものとする。 

  平成２９年３月８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 介護時間に係る給与の減額を定める等のため、この条例を定めようとする。 
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   各務原市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

各務原市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年条例第３３号）

の一部を次のように改正する。 

第５条第２項第２号中「及び孫」を削り、同項中第５号を第６号とし、第４号を第

５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

（３）満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

第１５条第２項中「子」を「子（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年

法律第１１０号）第２条第１項に規定する子をいう。）」に、「又は勤務時間条例」

を「、勤務時間条例」に改め、「介護休暇」の次に「又は勤務時間条例第１６条の２

第１項に規定する介護時間」を加える。 

第１７条中「（平成３年法律第１１０号）」を削る。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 
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議第２１号 

岐阜かかみがはら航空宇宙博物館運営管理協議会の設置に関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２の２第１項の規定により、

岐阜県と岐阜かかみがはら航空宇宙博物館に関する事務を共同して管理し、及び執行

するため、協議により次のように規約を定め、岐阜かかみがはら航空宇宙博物館運営

管理協議会を設置するものとする。 

平成２９年３月８日提出 

各務原市長  浅 野 健 司      
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岐阜かかみがはら航空宇宙博物館運営管理協議会規約 

（目的） 

第１条 この協議会は、岐阜かかみがはら航空宇宙博物館（以下「博物館」という。）

に関する事務を共同して管理し、及び執行することを目的とする。 

（名称） 

第２条 この協議会は、岐阜かかみがはら航空宇宙博物館運営管理協議会（以下「協

議会」という。）という。 

（協議会を設ける地方公共団体） 

第３条 協議会は、岐阜県（以下「県」という。）及び各務原市（以下「市」という。）

がこれを設ける。 

（担任する事務） 

第４条 協議会は、次に掲げる事務を管理し、及び執行する。 

（１）博物館の運営の基本的事項に関する事務 

（２）博物館の維持管理に関する事務 

（３）その他博物館の運営に関し必要な事務 

（事務所） 

第５条 協議会の事務所は、各務原市下切町５丁目１番地に置く。 

（組織） 

第６条 協議会は、会長、副会長及び委員若干人をもってこれを組織する。 

（会長及び副会長） 

第７条 会長及び副会長は、岐阜県知事（以下「知事」という。）及び各務原市長（以

下「市長」という。）が協議して定めた者をもって、それぞれ充てる。 

２ 会長及び副会長は、非常勤とする。 

（委員） 

第８条 委員は、知事及び市長が協議のうえ、これを選任する。 

２ 委員は、非常勤とする。 

（会長及び副会長の職務） 

第９条 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

３ 会長及び副会長がともに事故があるとき、又は会長及び副会長がともに欠けたと
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きは、あらかじめ会長の指定する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第１０条 協議会の会議は、会長がこれを招集する。 

２ 協議会の会議は、会議の構成員の半数以上が出席しなければ、これを開くことが

できない。 

３ 会長は、協議会の会議の議長となる。 

４ 協議会の会議の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

（幹事） 

第１１条 協議会に幹事若干人を置き、県及び市の常勤の職員のうちから知事及び市

長の同意を得て、会長が選任する。 

２ 幹事は、幹事会を組織し、協議会の会議で審議する事項をあらかじめ調査する。 

３ 幹事会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

（職員） 

第１２条 知事及び市長は、協議会の担任する事務に従事する職員を、それぞれ県及

び市の常勤の職員のうちから、選任するものとする。 

２ 会長は、職員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるとき、又は職員

に職務上の義務違反その他職員たるに適しない非行があると認めるときは、その解

任を求めることができる。 

（職員の職務） 

第１３条 職員は、会長の命を受け、協議会の事務に従事する。 

（県及び市の名においてする事務の管理及び執行） 

第１４条 協議会が、その担任する事務を県及び市の名において管理し、及び執行す

る場合においては、協議会は、当該事務を県及び市の当該事務に関する条例、規則

その他の規程の定めるところにより管理し、及び執行するものとする。 

２ 前項の条例、規則その他の規程を改廃しようとする場合においては、あらかじめ

知事及び市長は、相互に協議しなければならない。 

（経費の支弁の方法） 

第１５条 協議会の事務の管理及び執行に要する費用は、県及び市が負担する。 

２ 前項の規定により負担すべき額は、毎年度知事及び市長の協議によって定めるも

のとし、その負担割合は、それぞれ２分の１とする。 
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３ 前項の規定により県及び市が負担すべき額のうち、協議会に交付すべきものにつ

いては、県及び市は、これを年度開始後直ちに協議会に交付しなければならない。 

（予算及び決算） 

第１６条 協議会の予算は、前条第３項の規定により交付される負担金、繰越金その

他の収入をその歳入とし、協議会の事務の管理及び執行に要する費用のうち次に掲

げるものをその歳出とする。 

（１）賃金 

（２）報償費 

（３）旅費 

（４）需用費 

（５）役務費 

（６）使用料及び賃借料 

２ 前項の規定により協議会の予算に計上するものを除くほか、協議会の事務の管理

及び執行に要する費用は、それぞれ県及び市の予算に計上し、それぞれ知事及び市

長が執行する。 

３ 協議会の予算及び決算は、協議会の会議の議決又は承認を経なければならない。 

４ 協議会の予算の調製、予算の執行、決算の調製、会計年度等については、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）の例によるものとし、その事務は、会長がこれを

行う。 

（出納及び現金の保管） 

第１７条 協議会の出納は、会長が行う。 

２ 協議会に属する現金は、会長が協議会の会議を経て定める銀行その他の金融機関

に、これを預け入れなければならない。 

（財産の取得、管理及び処分又は公の施設の設置、管理及び廃止の方法） 

第１８条 協議会の担任する事務の用に供する財産又は公の施設に関しては、県及び

市が協議してそれぞれ取得し、若しくは処分し、又は設置し、若しくは廃止するも

のとし、当該財産又は公の施設の管理は、協議会がこれを行う。 

２ 協議会は、前項の財産又は公の施設を管理する場合においては、当該管理を県及

び市の当該管理に関する条例、規則その他の規程の定めるところにより行うものと

する。 

３ 前項の条例、規則その他の規程を改廃しようとする場合においては、第１４条第
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２項の規定を準用する。 

４ 協議会の予算の執行に伴う財産の取得及び処分並びにこれらの管理に関しては、

第１項及び第２項の規定にかかわらず、知事及び市長が協議して定めるものを除い

ては、協議会が定めるところによりこれを行うものとする。 

（費用弁償等） 

第１９条 会長、副会長、委員、幹事及び職員は、その職務を行うために要する費用

の弁償等を受けることができる。 

２ 前項の費用弁償等の額及び支給方法は、規程でこれを定める。 

（協議会解散の場合の措置） 

第２０条 協議会が解散した場合においては、県及び市がその協議によりその事務を

承継する。この場合においては、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、会

長であった者がこれを決算する。 

２ 前項の規定による決算は、事務を承継した知事及び市長においてこれを監査委員

の審査に付し、その意見を付けて議会の認定に付さなければならない。 

（協議会の規程） 

第２１条 協議会は、この規約に定めるものを除くほか、その会議を経て、協議会の

担任する事務の管理及び執行その他協議会に関して必要な規程を設けることができ

る。 

附 則 

 この規約は、平成２９年４月１日から施行する。 
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議第２２号

   電子情報処理による戸籍事務の委託に関する協議について

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４の規定により、山県市及

び下呂市との間の電子情報処理による戸籍事務の委託に関する規約を次のように変更

するものとする。

  平成２９年３月８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 委託市に美濃加茂市を加えるため、この規約を定めようとする。
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   電子情報処理による戸籍事務の委託に関する規約の一部を改正する規約

 電子情報処理による戸籍事務の委託に関する規約（平成２４年９月２６日各務原市

議会議決）の一部を次のように改正する。

 第１条中「及び下呂市」を「、下呂市及び美濃加茂市」に改める。

   附 則

 この規約は、平成３０年２月１３日から施行する。
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議第２３号

   市道路線の廃止及び認定について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項及び第８条第２項の規定によ

り、次のとおり市道路線を廃止及び認定するものとする。

  平成２９年３月８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

都市再生整備計画事業に伴い、市道路線の再編成をするため、それぞれ廃止及び認

定しようとする。

１ 廃止路線

路線名
起      点 重要な

経過地終      点

市道 

川２２７２号線

各務原市川島北山町字道南９５２番３   地先から 

各務原市川島北山町字道南９４３番１   地先まで 

２ 認定路線

路線名
起      点 重要な

経過地終      点

市道 

川２２７２号線 

各務原市川島北山町字道南９３８番    地先から 

各務原市川島北山町字道南９４３番１   地先まで 
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議第２４号

   各務原市副市長の選任について

 各務原市副市長に次の者を選任したいので、議会の同意を求める。

  平成２９年３月８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

住  所  各務原市下切町※※※※※※※※※※

氏  名  磯 谷 均

生年月日  昭和３１年※※月※※日

提案理由

 各務原市副市長磯谷均氏の任期が３月３１日に満了するため、再び同氏を選任しよ

うとする。

45



46



議第２５号 

   各務原市監査委員の選任について 

 各務原市監査委員に次の者を選任したいので、議会の同意を求める。 

  平成２９年３月８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

住  所  各務原市各務西町※※※※※※※※※ 

氏  名  五 島 浩 利 

生年月日  昭和２７年※※月※※日 

提案理由 

 各務原市監査委員磯野孝博氏の任期が４月１日に満了するため、その後任に五島浩

利氏を選任しようとする。 
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議第２６号

   各務原市公平委員会委員の選任について

 各務原市公平委員会委員に次の者を選任したいので、議会の同意を求める。

  平成２９年３月８日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

住  所  岐阜市江川町※※※※※※※※※※※

氏  名  森 川 幸 江

生年月日  昭和２２年※※月※※日

提案理由

 各務原市公平委員会委員森川幸江氏の任期が３月３１日に満了するため、再び同氏

を選任しようとする。
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議第２７号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員候補者として次の者を推薦したいので、議会の意見を求める。 

  平成２９年３月８日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

住  所  各務原市那加不動丘※※※※※※※※ 

氏  名  島 田 和 敏 

生年月日  昭和２５年※※月※※日 

提案理由 

 人権擁護委員梶原上氏の任期が６月３０日に満了するため、その後任の候補者に島

田和敏氏を推薦しようとする。 
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